
○草加市地球温暖化防止活動補助金交付要綱 

平成１９年３月３０日 

告示第１５９号 

改正 平成２０年３月３１日告示第１８２号 

平成２０年４月１日告示第２０８号 

平成２１年７月１日告示第４２６―２号 

平成２２年４月１日告示第２８２号 

平成２３年３月２８日告示第２５７号 

平成２３年３月３０日告示第２６２号 

平成２４年３月２３日告示第２９７号 

平成２４年７月９日告示第７３６号 

平成２５年３月２５日告示第２４７号 

平成２５年８月１日告示第８１３―２号 

平成２６年２月２５日告示第１９３号 

平成２６年３月３１日告示第３１２号 

平成２７年３月３１日告示第２３２号 

平成２８年３月３１日告示第２６０号 

平成２８年７月１５日告示第６１１号 

平成２９年３月１７日告示第２０６号 

平成２９年３月２４日告示第２２４号 

平成２９年９月１日告示第８２２―２号 

平成３０年３月３０日告示第２０９号 

平成３０年７月１日告示第５９６―２号 

平成３１年３月１５日告示第２１３―３号 

平成３１年４月２６日告示第３６５―２号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、草加市補助金等の交付手続等に関する規則（昭和６２年規則第４５

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、地域における地球温暖化防止等を推

進するため、地球温暖化防止等の活動に自主的に取り組む市民に対し、補助金を交付す

ることについて必要な事項を定めるものとする。 



（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受ける者は、次の各号の要件を備えていなければならない。 

(1) 第７条に規定する実績報告書の提出時において、市内に居住し、かつ、住民基本台

帳に記録されている者であること。 

(2) 補助金申請時において、市税（草加市税条例（昭和２９年条例第５号）第３条に掲

げる税目をいう。）を滞納していないこと。 

(3) 「１ヶ月用エコライフチェックシート」の取組をすること。 

（平２４告示７３６・平２６告示１９３・平２９告示２２４・平３０告示５９６

―２・平３１告示２１３―３・一部改正） 

（補助対象活動等） 

第３条 補助金の交付対象となる活動（以下「補助対象活動」という。）、補助金の交付

の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の交付額（以下「交付

額」という。）は、別表に定めるとおりとし、補助金は、毎年度予算の範囲内で市長が

定める額で交付する。 

２ 補助金の交付は、世帯ごとに同一の活動につき１回限りとする。 

３ 補助対象活動に係る設備又は機器は、補助金の交付を受けようとする者が自ら使用す

るための未使用のものであって、自らが居住の用に供する住宅に新たに設置し、又は次

世代自動車等を購入するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、

対象としない。 

(1) 事業所用又は事業用として使用する場合 

(2) 既に住宅に設置された設備又は機器を当該住宅と共に購入等する場合 

（平２４告示２９７・平２９告示８２２―２・平３１告示２１３―３・一部改正） 

（交付の申請） 

第４条 規則第４条の規定による補助金の交付を申請しようとするときは、草加市地球温

暖化防止活動補助金交付申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定通知） 

第５条 規則第８条の規定による通知は、草加市地球温暖化防止活動補助金交付決定・否

決定通知書（第２号様式）によるものとする。 

（変更等の承認申請） 

第６条 規則第７条第１項第１号又は第２号の規定による承認を受けようとするときは、



草加市地球温暖化防止活動変更等承認申請書（第３号様式）を市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、これを承認した

ときは、草加市地球温暖化防止活動補助金変更等承認通知書（第４号様式）により通知

するものとする。 

（平３１告示２１３―３・一部改正） 

（実績報告） 

第７条 規則第１３条第１項の規定による実績報告をしようとするときは、草加市地球温

暖化防止活動実績報告書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

（平２８告示６１１・平３１告示２１３―３・一部改正） 

（額の確定通知） 

第８条 規則第１４条の規定による通知は、草加市地球温暖化防止活動補助金交付額確定

通知書（第６号様式）によるものとする。 

（平３１告示２１３―３・一部改正） 

（交付の請求） 

第９条 補助金の交付の請求をしようとするときは、草加市地球温暖化防止活動補助金交

付請求書（第７号様式）を市長に提出しなければならない。 

（平３１告示２１３―３・一部改正） 

（報告） 

第１０条 市長は、補助金の交付を受けた者に活動の状況について、報告を求めることが

できる。 

（決定の取消通知） 

第１１条 規則第１６条第３項において準用する規則第８条の規定による通知は、草加市

地球温暖化防止活動補助金交付決定取消通知書（第８号様式）によるものとする。 

（平３１告示２１３―３・一部改正） 

（財産の処分の制限） 

第１２条 規則第１８条第２号に規定する市長が定めるものは、補助事業により取得した

財産とする。 

２ 規則第１８条ただし書に規定する市長が定める期間は、太陽光発電システムに係るも

のについては、当該財産の取得後１０年間とし、その他のものについては、５年間とす



る。ただし、補助金の交付の目的、交付額、当該財産の耐用年数等を勘案して、市長が

その必要がないと認めるときは、この限りでない。 

（平２７告示２３２・追加、平２８告示２６０・一部改正） 

（関係書類の整備等） 

第１２条の２ 規則第１９条に規定する書類、帳簿等の保管期間は、前条第２項に掲げる

期間とする。 

（平３１告示２１３―３・追加） 

（補助金の見直し） 

第１３条 補助金は、令和元年度までに見直しを行うものとする。 

（平２２告示２８２・平２３告示２６２・平２６告示１９３・平２６告示３１２・

一部改正、平２７告示２３２・旧第１２条繰下、平２９告示２０６・平３１告示

３６５―２・一部改正） 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別

に定める。 

（平２７告示２３２・旧第１３条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

（草加市住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は廃止する。 

(1) 草加市住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付要綱（平成１１年告示第２４

３号） 

(2) 草加市雨水貯留施設設置事業補助金交付要綱（平成１１年告示第２４４号） 

(3) 草加市屋上緑化促進事業補助金交付要綱（平成１６年告示第１７４―２号） 

附 則（平成２０年告示第１８２号） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年告示第２０８号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年告示第４２６―２号） 



この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。ただし、太陽光発電システムの設置に

係る活動は、平成２１年４月１日以後に当該システムを設置し、又は当該システムが設置

された住宅を購入したものから適用する。 

附 則（平成２２年告示第２８２号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年告示第２５７号） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年告示第２６２号） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年告示第２９７号） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年告示第７３６号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第２４７号） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第８１３―２号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年告示第１９３号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年告示第３１２号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第２３２号） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第２６０号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の草加市地球温暖化防止活動補助金交付要綱の規定は、施行日

以後に補助対象活動に係る機器を設置、購入等したものに対する補助金の交付ついて適

用し、施行日前に行われた設置、購入等に対する補助金の交付ついては、なお従前の例



による。 

附 則（平成２８年告示第６１１号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第２０６号） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第２２４号） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第８２２―２号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の草加市地球温暖化防止活動補助金交付要綱の規定は、施行日

以後に補助対象活動に係る機器を設置、購入等したものに対する補助金の交付について

適用し、施行日前に行われた設置、購入等に対する補助金の交付については、なお従前

の例による。 

附 則（平成３０年告示第２０９号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の草加市地球温暖化防止活動補助金交付要綱の規定は、平成２

９年１１月１日以後に太陽光発電システムによる再生可能エネルギーの買取りに係る送

配電事業者に電力受給契約の申込みをした者について適用し、同日前に電力受給契約の

申込みをした者については、なお従前の例による。 

附 則（平成３０年告示第５９６―２号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年７月１日から施行する。 

附 則（平成３１年告示第２１３―３号） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年告示第３６５―２号） 

この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 



別表（第３条関係） 

（平２９告示２２４・全改、平２９告示８２２―２・平３１告示２１３―３・一

部改正） 

補助対象活動 補助対象経費及び交付額 

設備出力が１kW以上の太陽光発電システムを設

置し、自ら電力会社と需給契約を結ぶこと。 

大規模災害時に、市に対し当該システムを使い

小電力機器への緊急充電等の使用を認める登録

を行う場合は、当該登録を行うこと。ただし、

当該登録は世帯ごとに行うものとし、その期間

は１０年間とする。 

７０，０００円（大規模災害時に当該シス

テムを使い小電力機器への緊急充電等の

使用を認める登録を行った世帯について

は、１０，０００円を加算した額） 

太陽熱を利用した給湯器を購入し、継続して使

用すること。 

２０，０００円 

地中熱を利用した給湯器を購入し、継続して使

用すること。 

２０，０００円 

家庭用コージェネレーションシステムを購入

し、継続して使用すること。 

２０，０００円 

燃料電池給湯器を購入し、継続して使用するこ

と。 

２０，０００円 

HEMSを購入し、継続して使用すること。 １０，０００円 

家庭用蓄電池を購入し、継続して使用すること。 ２０，０００円 

雨水貯留施設（市販の雨水貯留槽の購入、ドラ

ム缶等の利用又は浄化槽の用による給排水設

備）を設置して、雨水を継続して有効利用する

こと。 

設置に要した経費の２分の１で限度額１

０，０００円 

次世代自動車（電気自動車、燃料電池自動車及

びプラグインハイブリット自動車）を購入し継

続して使用すること。 

２０，０００円 

備考 



１ 補助対象経費は、消費税を含まないものとする。 

２ 交付額を算定する場合において、１，０００円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てるものとする。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第４条関係） 

（平２６告示１９３・全改、平２７告示２３２・平２８告示２６０・平２９告示

２２４・平２９告示８２２―２・平３１告示２１３―３・一部改正） 

第２号様式（第５条関係） 

（平２９告示２２４・平２９告示８２２―２・平３１告示２１３―３・一部改正） 

第３号様式（第６条関係） 

（平２４告示２９７・一部改正） 

第４号様式（第６条関係） 

（平３１告示２１３―３・追加） 

第５号様式（第７条関係） 

（平２６告示１９３・全改、平２７告示２３２・平２８告示２６０・平２９告示

８２２―２・平３０告示２０９・一部改正、平３１告示２１３―３・旧第４号様

式繰下・一部改正） 

第６号様式（第８条関係） 

（平２７告示２３２・平２９告示２２４・平２９告示８２２―２・一部改正、平

３１告示２１３―３・旧第５号様式繰下・一部改正） 

第７号様式（第９条関係） 

（平２６告示１９３・全改、平２７告示２３２・平２８告示２６０・平２９告示

８２２―２・一部改正、平３１告示２１３―３・旧第６号様式繰下・一部改正） 

第８号様式（第１１条関係） 

（平３１告示２１３―３・旧第７号様式繰下） 

 


